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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　記録材上に形成担持された未定着画像を加熱定着させるための加熱定着装置であって、
　発熱体を有するヒータと、
　このヒータを支持するヒータホルダとを備え、
　前記ヒータの長手方向における両端部の発熱量が中央部の発熱量より高くなるように前
記発熱体の発熱量分布を設定し、
　ヒータのヒータホルダに対する接触率を、前記ヒータの長手方向における中央部におい
て、長手方向における両端部よりも小さくしたことを特徴とする加熱定着装置。
【請求項２】
　ヒータの少なくとも一面において、前記ヒータの長手方向における両端部ではヒータと
ヒータホルダとが接触し、長手方向における中央部ではヒータとヒータホルダとの間に空
隙が形成されたことを特徴とする請求項１に記載の加熱定着装置。
【請求項３】
　記録材上に形成担持された未定着画像を加熱定着させるための加熱定着装置であって、
発熱体を有するヒータと、
　このヒータを支持するヒータホルダとを備え、
　前記ヒータの長手方向における両端部の発熱量が中央部の発熱量より高くなるように前
記発熱体の発熱量分布を設定し、前記ヒータホルダの長手方向単位長当たりの体積を、単
位長あたりの発熱量が多い位置において、発熱量の少ない位置よりも大きくしたことを特
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徴とする加熱定着装置。
【請求項４】
　記録材上に形成担持された未定着画像を加熱定着させるための加熱定着装置であって、
　発熱体を有するヒータと、
　このヒータを支持するヒータホルダとを備え、
　ヒータの長手方向における両端部の発熱量が中央部の発熱量より高くなるように前記発
熱体の発熱量分布を設定し、ヒータの発する熱が両端部においてヒータホルダ側へ逃げや
すく中央部においてヒータホルダ側へ逃げにくくしたことを特徴とする加熱定着装置。
【請求項５】
　前記加熱定着装置はフィルムを介して前記ヒータにより記録材を加熱するフィルム加熱
方式を採用したものであることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の加熱定着装
置。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれかに記載の加熱定着装置を備えたことを特徴とする画像形成装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被加熱体を加熱するための加熱体、特に電子写真装置においてトナー像を記
録材（転写材）に溶融固着させるための加熱装置および画像形成装置に関するものである
。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、プリンタ、複写機、記録装置、ファクシミリ等の画像記録装置は加熱定着装置
を用いるものがある。この加熱定着装置は、電子写真等による記録部にて記録材に目的の
画像情報に対応した未定着画像を形成担持させ、これを加熱定着させるための装置であり
、所定の温度に維持された加熱ローラと、弾性層を有して前記加熱ローラに圧接する加圧
ローラによって記録材を挟持搬送しつつ加熱する熱ローラ方式が多用されている。しかし
、熱ローラ方式は、熱ローラ表面が定着温度に達するまでのウォームアップ時間を長く必
要とする等の問題がある。
【０００３】
　そこで、これに代わる加熱定着方式として、熱伝達効率が高く、装置の立ち上がりも速
い方式として、固定支持された低熱容量のサーマルヒータと、このヒータに対して摺動す
る薄膜のフィルムを用いたフィルム加熱方式の加熱装置が提案されている（特許文献１、
２、３等参照）。
【０００４】
　図６（Ａ）にフィルム加熱方式の像加熱装置（加熱定着装置）の一例の要部の横断面模
型図を示した。図６（Ｂ）はヒータの一部切欠き平面図、図６（Ｃ）はヒータホルダのヒ
ータ嵌め込み溝部分の平面図である。
【０００５】
　セラミックヒータ１は、加熱体であり、剛性および断熱性を有するヒータホルダ２にお
いて、このヒータホルダの下面に長手方向に沿って形成具備させたヒータ嵌め込み溝２ａ
内に嵌め込んで固定支持させてある。
【０００６】
　フィルム３は耐熱性の定着フィルムである。このフィルム３は、熱容量を小さくしてク
イックスタート性を向上させるために、通常、膜厚１００μｍ以下の、耐熱性、離型性、
耐久性を兼ね備えたポリイミド等のフィルム表面にＰＴＦＥ、ＰＦＡ、ＦＥＰを離型層と
してコーティングした複合フィルムで構成されている。
【０００７】
　加圧ローラ４は、フィルム３を挟んでヒータ１の下向き面とニップ部Ｎ（加熱ニップ部
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、定着ニップ部）を形成する加圧部材としての耐熱ゴムからなる弾性ローラである。
【０００８】
　この加圧ローラ４でフィルム３をセラミックヒータ１の下向き面に密着させて矢印方向
ａに摺動搬送させ、ニップ部Ｎのフィルム３と加圧ローラ４との間に被加熱材としての画
像定着すべき用紙等の記録材Ｐを導入してフィルム３と一緒に記録材Ｐを挟持搬送させる
。これによりセラミックヒータ１の熱をフィルム３を介して記録材に付与して記録材Ｐ上
の未定着顕画像（トナー画像）ｔを記録材面に加熱定着させる。ニップ部Ｎを通った記録
材部分はフィルム３の面から順次に曲率分離して搬送される。
【０００９】
　加熱体としてのセラミックヒータ１は、次の要素等から構成され、全体に低熱容量の略
平板状の部材である。
ａ．フィルム３または記録材Ｐのニップ部Ｎにおける移動方向ａに対して直交する方向（
図６（Ａ）面に垂直方向）を長手とする横長かつ薄肉で、耐熱性・低熱容量・良熱伝導性
・電気絶縁性を有する平板状のヒータ基板１ａ
ｂ．ヒータ基板１ａの一面（表面）側に基板長手方向に沿って細帯状に形成され、通電に
より発熱する通電発熱抵抗体１ｂ
ｃ．通電発熱抵抗体１ｂを形成具備させたヒータ基板１ａの一面（表面）側をオーバーコ
ートした耐熱性・絶縁性を有する表面保護層１ｃ
ｄ．ヒータ基板１ａの他面（裏面）側に設けた温度検知素子１ｄ
【００１０】
　ヒータ基板１ａは、本実施の形態では例えば、長さ２４０ｍｍ、幅１０ｍｍ、厚さ１ｍ
ｍのアルミナ（酸化アルミニウム、Ａｌ2 Ｏ3 ）からなるセラミック材基板である。
【００１１】
　通電発熱抵抗体１ｂは、例えば、銀パラジウム（Ａｇ／Ｐｂ）、Ｔａ2 Ｎ等の電気抵抗
材料ペースト（抵抗ペースト）を例えば厚み１０μｍ、幅１～３ｍｍの細帯状にヒータ基
板表面に基板長手方向に沿ってスクリーン印刷等によりパターン塗工し焼成することで形
成したものである。通電電極１ｅおよび１ｅはこの通電発熱抵抗体１ｂの両端部に導通さ
せてヒータ基板表面に形成された電極である。この通電電極１ｅ，１ｅはＡｇペーストを
スクリーン印刷等により塗工し焼成することで形成したものである。
【００１２】
　表面保護層１ｃは、例えば、厚さ１０μｍ程度の耐熱性ガラス層である。温度検知素子
１ｄは、例えば、チップ型あるいは印刷薄膜タイプのサーミスタである。
【００１３】
　このヒータ１を、ヒータホルダ２においてこのヒータホルダの下面に長手方向に沿って
形成したヒータ嵌め込み溝２ａ内に、抵抗発熱抵抗体１ｂおよび表面保護層１ｃを形成し
たヒータ基板１ａの表面側を下向きに露呈させて、嵌め込んで固定支持させてある。ヒー
タ嵌め込み溝２ａ内に嵌め込んだヒータ１が溝２ａ内のヒータ当接面２ｂで直接当接支持
される構成となっている。溝２ａの底面中央部には、いわゆるザグリによる空隙２ｃを設
けることで、ヒータ裏面からヒータホルダ２側への熱の逃げを抑制し、ニップ部側の加熱
効率を向上させるような構成となっている。
【００１４】
　ヒータ１は、不図示の給電回路による通電発熱抵抗体１ｂに対する給電により該通電発
熱抵抗体が長手全長にわたって発熱することで迅速に昇温する。この昇温は温度検知素子
１ｄで検知される。その検知温度情報は不図示の温度制御回路に入力されて、ヒータ１の
温度が所定の温度に維持（温調）されるように通電発熱抵抗体１ｂへの通電が制御される
。また、ヒータ１は、長手方向に均等に圧力が加わるように、ヒータホルダ２の長手方向
において、クラウン形状をした連続的な面で受けるようになっている。
【特許文献１】特開平２－１５７８７８号公報
【特許文献２】特開平４－４４０７５号公報
【特許文献３】特開平４－２０４９８０号公報
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　上述の従来技術では、前述したように定着側の加熱効率を向上させるようにヒータホル
ダ２の当接支持される底部にザグリによる空隙２ｃを設けているが、ヒータ１からヒータ
ホルダ２への熱の逃げる割合が部分的に異なってしまい、実際の使用時でのヒータ１の長
手方向の温度分布が必ずしも均一にならないという問題があった。
【００１６】
　また、図２に示すように、ヒータ１自体の発熱量を均一にしてあり、ヒータ１をヒータ
ホルダ２に当接支持させた状態のヒータ１長さ方向の温度分布は図７に示す如く、中央部
よりも端部は低下してしまう。これは、端部の熱の移動が一方向からのみしかないためと
、端部の通電発熱抵抗体以外の電極部等に熱が逃げてしまうこととによる。そのため、端
部の温度が不足して定着できずにいわゆるトナー剥がれが起きるという問題があった。ま
た、幅の狭いＡ５サイズの用紙を連続して５０枚通紙した場合には、図８に示すように、
非通紙部昇温は２４２℃と高くなり、中央部との差は約６０℃と大きくなる。
【００１７】
　上記のようなトナー剥がれの発生を防止するためにヒータホルダ２のヒータ当接支持部
の空隙２ｃを大きくすると、ヒータ１からヒータホルダ２への熱の逃げる割合が減少する
ため、幅の狭い記録材を通紙した場合に記録材が通過しない部分の非通紙部昇温が急激に
発生してしまう。また、ヒータ１内部に生じる熱ストレスによって割れが発生するおそれ
がある。更には、ヒータホルダ２としてヒータ取付座面の強度が低下して、加圧時に、ヒ
ータを支えることができなくなる、という問題があった。
【００１８】
　そこで、本発明は、主に小サイズ紙を通紙した時の中央部と端部との温度差を緩和し、
小サイズ紙の定着性の確保と非通紙部昇温を抑えることを目的とする。
【００１９】
　また、本発明は、記録材の特定位置における温度不足による定着不良を防止し、且つ記
録材幅が狭いときに起こる非通紙部昇温を抑えることができる加熱定着装置および画像形
成装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　本発明による加熱定着装置は、記録材上に形成担持された未定着画像を加熱定着させる
ための加熱定着装置であって、発熱体を有するヒータと、このヒータを支持するヒータホ
ルダとを備え、ヒータのヒータホルダに対する接触率を、ヒータの長手方向両端部におい
て中央部より大きくしたことを特徴とする。
【００２１】
　より具体的には、接触率を変えるために、ヒータの少なくとも一面において、ヒータの
長手方向両端部においてヒータとヒータホルダとが接触し、中央部においてヒータとヒー
タホルダとの間に空隙が形成されるようにする。
【００２２】
　接触率を変える代わりに、ヒータの長手方向両端部において、ヒータホルダの厚さを、
中央部より大きくするようにしてもよい。
【００２３】
　このような構成によりヒータホルダに移行する熱量を局所的に増減させることができ、
ヒータ自体の熱を効率よく定着ニップ側に伝えることで、記録材幅が狭く且つ定着性が比
較的劣る例えばハガキや封筒などの小サイズ紙を通紙した時の温度不足による定着できず
に起こるトナー剥がれを防止することができる。
【００２４】
　本発明による他の加熱定着装置は、記録材上に形成担持された未定着画像を加熱定着さ
せるための加熱定着装置であって、発熱体を有するヒータと、このヒータを支持するホル
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ダとを備え、前記ヒータの長手方向における単位長あたりの発熱量の分布を不均一に設定
し、ヒータのホルダに対する接触率を、単位長あたりの発熱量が少ない位置において、発
熱量の多い位置よりも小さくしたことを特徴とする。
【００２５】
　この構成では、ヒータ単体の発熱分布を積極的に不均一とする。特に、ヒータの長手方
向における両端部の発熱量が中央部の発熱量より高くなるように前記発熱体の発熱量分布
を設定する。併せて、ヒータのホルダに対する接触率を発熱量の分布に応じて変える。す
なわち、ヒータのホルダに対する接触率を、単位長あたりの発熱量が少ない位置において
、発熱量の多い位置よりも小さくする。具体的には、ヒータの少なくとも一面において、
前記単位長あたりの発熱量が多い位置ではヒータとホルダとが接触し、前記発熱量が少な
い位置ではヒータとホルダとの間に空隙が形成される。
【００２６】
　このような構成により、トナー剥がれのような温度不足による定着不良を発生する位置
の温度を高めて、定着不良の発生を防止することができる。これと共に、そのような発熱
量の多い位置が幅の狭い記録材の連続で通紙時の非通紙位置となっても、その位置でのヒ
ータとホルダの接触率を高めることにより、ホルダへの熱の放散が良好となるので、非通
紙位置での過昇温が防止される。
【００２７】
　本発明による他の加熱定着装置は、記録材上に形成担持された未定着画像を加熱定着さ
せるための加熱定着装置であって、発熱体を有するヒータと、このヒータを支持するホル
ダとを備え、前記ヒータの長手方向における単位長あたりの発熱量の分布を不均一に設定
し、前記ホルダの長手方向単位長当たりの体積を、単位長あたりの発熱量が多い位置にお
いて、発熱量の少ない位置よりも大きくしたことを特徴とする。
【００２８】
　具体的には、例えば、前記単位長あたりの発熱量が少ない位置において、ホルダの厚さ
を、前記発熱量の多い位置に比べて小さくすることができる。この構成によっても上記と
同様の作用が得られる。
【００２９】
　本発明による加熱定着装置は、他の見地によれば、記録材上に形成担持された未定着画
像を加熱定着させるための加熱定着装置であって、発熱体を有するヒータと、このヒータ
を支持するホルダとを備え、ヒータの長手方向における両端部の発熱量が中央部の発熱量
より高くなるように前記発熱体の発熱量分布を設定し、ヒータの発する熱が両端部におい
てホルダ側へ逃げやすく中央部においてホルダ側へ逃げにくくしたことを特徴とするもの
である。
【００３０】
　本発明は、前記ヒータに対して摺動する薄膜のフィルムを用いたフィルム加熱方式を採
用したものに適用して好適である。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明によれば、記録材上に形成担持された未定着画像を加熱定着させるための加熱定
着装置において、ヒータからヒータホルダに移行する熱量を局所的に減らすことで、中央
部分でヒータ自体の熱を効率よくニップＮ側に伝えることができ、記録材幅が狭く、且つ
厚紙等の時の温度不足による定着できずに起こるトナー剥がれを防止する加熱定着装置を
提供することが可能となった。
【００３２】
　また、ヒータの長手方向における単位長あたりの発熱量の分布を積極的に不均一に設定
することにより、従来温度不足となっていた位置の定着不良をより効果的に防止すること
ができる。
【００３３】
　これと共に、単位長あたりの発熱量の多い位置（例えば両端部）においてヒータの発す
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る熱がホルダ側へ逃げやすく、かつ、単位長あたりの発熱量の少ない位置（例えば中央部
）においてホルダ側へ逃げにくくすることにより、幅の狭い記録材を通紙するときに起こ
る非通紙部での過昇温を抑えることが可能となった。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３４】
　以下、本発明の好適な実施の形態について詳細に説明する。
【００３５】
＜第１の実施の形態＞
　まず、図９に、本実施の形態に係る、画像形成装置に用いられる加熱定着装置における
ヒータの温度制御装置の概略構成を示す。この構成自体は従来のものと同じである。すな
わち、ヒータ１上に設けられた温度検知素子（ここではサーミスタ）１ｄの出力をＡ／Ｄ
変換器１２によりＡ／Ｄ変換してＣＰＵ１０に取り込む。ＣＰＵ１０は、その情報をもと
にトライアック１１を介してヒータ１に通電するＡＣ電圧に対して位相制御、波数制御等
を行うことにより、加熱体通電電力を制御する。このような構成は、後述する他の実施の
形態についても同じである。
【００３６】
　図１（ｂ）に、本発明の第１の実施の形態に係る、通電により発熱する発熱体を有する
ヒータ１の平面図を示し、図１（ａ）にヒータホルダ２のヒータ嵌め込み溝部分の平面図
を示す。また、図１（ｃ）にヒータホルダ２の正面図を示す。これらの加熱定着装置の構
造は図６に示した従来技術と同様である。ヒータ基板は１．０ｍｍ厚のものであるが、こ
れに限るものではない。
【００３７】
　同図のヒータ１の通電発熱抵抗体１ｂの全長は２２０ｍｍで、軸方向の長さＸは６．５
ｍｍにしてある。位置の単位長さあたりの抵抗値Ｒｏとしている。ヒータ１自体の発熱量
分布は、図２に示したように均一にしている。
【００３８】
　ヒータホルダ２は、ＰＰＳ、液晶ポリマー、フェノール樹脂等の耐熱樹脂で成形により
作られている。ヒータホルダ２にはヒータ１を嵌め込むようにヒータ取付座面が形成され
ており、取付座面の形状はヒータの長手方向端部位置はヒータ側にβの如く突出しており
、中央部はヒータホルダ２とヒータ１との間に空隙αが存在するようにしている。図１（
ｃ）から判るように、ヒータホルダの長手方向の複数箇所には搬送されるフィルム３を規
制するリブ部２ｆが形成されている。
【００３９】
　図３（ａ）および（ｂ）に、それぞれ、ヒータホルダ２にヒータ１を当接支持させた長
さ方向の中央と端部と横断面図を示した。図３（ａ）では、長さ方向中央部ヒータホルダ
２とヒータ１との空隙α部が存在し、図３（ｂ）では、長さ方向端部でヒータホルダ２は
ヒータ１の側面に密着当接している。この状態でヒータ１の通電加熱抵抗体１ｂに通電さ
せた時の温度分布を、図４に示す。各長さ方向位置の温度は、中央部１９５℃であり、端
部１９３℃となっている。ヒータ１を支持するホルダ２の単位体積あたりの接触率は、ヒ
ータ基材長さ方向で中央部より端部の方を大きくすることで、中央部の熱のヒータホルダ
２への放熱効果を抑制し、端部は逆に放熱効果を高めている。
【００４０】
　図５に、このような構成で幅の狭いＡ５サイズの用紙（記録材）を連続５０枚通紙した
場合の温度分布を示す。図５の例では、用紙の通過していない箇所の非通紙部昇温の最高
到達温度は２１５℃であり、図８の従来の構成の最高到達温度である２４２℃と比較して
も分かるように、２７℃弱の温度差がある。すなわち、本実施の形態の構成では、非通紙
部昇温を低い温度に抑えることができた。この非通紙部昇温に対してヒータ１の熱をヒー
タホルダ２に積極的に逃がす放熱効果を効率的にすることができ、熱ストレスが少なくな
り、ヒータ１が割れにくくなった。また、中央部と端部との温度差を緩和し、小サイズ紙
の定着性の確保と非通紙部昇温を抑えることができた。
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【００４１】
＜第２の実施の形態＞
　次に、本発明の第２の実施の形態について説明する。図１０に第２の実施の形態におけ
る、図１に対応する図を示す。ヒータ１については前述の第１の実施の形態と同様のヒー
タ１であるため説明は省略する。ヒータ基板は１．０ｍｍ厚のものであるが、これに限る
ものではない。
【００４２】
　第１の実施の形態ではヒータホルダ２とヒータ１との接触率を変化させたが、これに対
し、第２の実施の形態では、図１０（ａ）から分かるように、ヒータホルダ２のヒータ当
接面部はヒータ１の長さ方向及び幅方向での形状は同様である。このように、ヒータホル
ダ２とヒータ１との長さ方向での接触面積は均一にしている。しかし、図１０（ｃ）およ
びヒータホルダ２の長手方向に垂直な断面図である図１１（ａ）（ｂ）から分かるように
、ヒータホルダ２の断面形状をヒータ１の端部と中央部とで異ならせている。すなわち、
ヒータホルダ２のヒータ１支持部の肉厚は、中央部はＺ１（例えば３．５ｍｍ）であるの
に対し、温度の高くなる端部はＺ１より大きいＺ２（例えば６．０ｍｍ）としている。従
って、ヒータホルダ２の長さ方向単位あたりの体積が、ヒータ１の温度が高くなる端部は
大きく、中央部は小さい。よって、中央部の熱はヒータホルダ２の体積が極力少なくされ
ているため、熱がヒータホルダ２側に逃げる割合を減らることができ、ヒータ１自体の発
熱量が効率よくニップＮ側へ伝えられる。他方、端部はヒータガイド２の体積が大きいこ
とで、放熱効果を高めることができ、ヒータ１自体の発熱量は、ニップＮ側とヒータホル
ダ２側の両方に分散する。よって、端部近傍のニップＮ側の温度は抑えられることとなっ
た。
【００４３】
　前記構成で幅の狭いＡ５サイズの用紙を連続５０枚通紙した場合の温度分布は非通紙部
昇温もヒータ１の熱をヒータホルダ２に積極的に逃がす放熱効果を効率的にすることがで
き、熱ストレスを少なくなり、ヒータ１が割れにくくなった。また、中央部と端部との温
度差を緩和し、小サイズ紙の定着性の確保と非通紙部昇温を抑えることができた。
【００４４】
＜第３の実施の形態＞
　本実施の形態に係る、画像形成装置に用いられる加熱定着装置におけるヒータの温度制
御装置の概略構成は、第１および第２の実施の形態と同じく、図９に示したとおりである
。
【００４５】
　図１２（ｂ）に、本発明の第３の実施の形態に係る、通電により発熱する発熱体を有す
るヒータ１の平面図を示し、図１２（ａ）にヒータホルダ２のヒータ嵌め込み溝部分の平
面図を示す。また、図１２（ｃ）にヒータホルダ２の正面図を示す。これら以外の加熱定
着装置の構造は図６に示した従来技術と同様である。ヒータ基板は１．０ｍｍ厚のもので
あるが、これに限るものではない。
【００４６】
　第１および第２の実施の形態でのヒータ１単体の温度分布は長手方向に均一としたが、
本実施の形態では不均一としている。すなわち、このヒータ１自体の発熱量は、図１３に
示す如く中央部に対して両端部側を大きくしている。そのために、図１２（ｂ）に示した
本実施の形態のヒータ１の通電発熱抵抗体（発熱体）１ｂの全長は２２０ｍｍであり、長
手方向の中央付近と端部とで、幅方向の通電発熱抵抗体１ｂの幅を変化させている。通電
発熱抵抗体１ｂの幅は長手方向において中央部と端部とで異ならせてある。すなわち、長
手方向で中心から両左右９１ｍｍの位置まで（Ｂ５サイズ幅）は、幅方向の長さＸ１は６
．５ｍｍにしてあり、この範囲の単位長あたりの抵抗値Ｒｏ（１００％）としている。ま
た、長手方向の中心から９１ｍｍの位置から１１０ｍｍの位置までは、幅方向の長さＸ２
は５．０ｍｍにしてあり、この範囲の単位長あたりの抵抗値を中央部の単位長あたりの抵
抗値Ｒｏに対して、１１２％の抵抗値としている。
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【００４７】
　ヒータホルダ２は、上記実施の形態と同様、ＰＰＳ、液晶ポリマー、フェノール樹脂等
の耐熱樹脂で成形により作られている。ヒータホルダ２にはヒータ１を嵌め込むようにヒ
ータ取付座面が形成されており、取付座面の形状はヒータの長手方向端部位置はヒータ側
にβの如く突出しており、中央部はヒータホルダ２とヒータ１との間に空隙αが存在する
ようにしている。図１２（ｃ）から判るように、ヒータホルダの長手方向の複数箇所には
搬送されるフィルム３を規制するリブ部２ｆが形成されている。
【００４８】
　図１４（ａ）（ｂ）に、ヒータホルダ２にヒータ１を当接支持させた長手方向の中央と
端部と横断面図を示した。図１４（ａ）では、長手方向中央部ヒータホルダ２とヒータ１
との空隙α部が存在し、図１４（ｂ）では、長手方向端部でヒータホルダ２はヒータ１の
側面に密着当接している。
【００４９】
　図１５に、この状態でヒータ１の通電加熱抵抗体１ｂに通電させた時の温度分布を示す
。この例では、各長手方向位置の温度は、中央部１９５℃であり、端部１９８℃となって
いる。中央部の熱は、ヒータ１のヒータホルダ２に対する接触率（ヒータ１の単位面積あ
たりの接触面積）が極力少なくされているため、ヒータホルダ２への断熱性が高まってヒ
ータホルダ２側に逃げる割合が減り、ヒータ１自体の発熱量が効率よくニップＮ側へ伝え
られる。端部は中央部に対してヒータ１自体の発熱量が多く、且つヒータガイド２との接
触面積が多いことで、放熱効果を高めることができる。また、ヒータ１自体の発熱量は、
ニップＮ側とヒータホルダ２側の両方に分散する。よって、端部近傍のニップＮ側の温度
は抑えられることとなった。
【００５０】
　このように、ヒータ１の発熱量が長手方向で異なっているものにおいて、ヒータ１の発
熱量の多い位置はホルダの接触率を発熱量の少ない位置よりも大きくすることで、端部の
温度が中央部よりも低くなることがなく、また高くなり過ぎることもなく、長手方向の温
度分布を均一化させることができた。
【００５１】
　また、第３の実施の形態の構成で比較的幅の狭いＡ５サイズの用紙を連続５０枚通紙し
た場合の温度分布を図１６に示す。本実施の形態の構成では、用紙の通過していない箇所
の非通紙部昇温の最高到達温度は２２４℃であり、図８の従来の構成での２４２℃と比較
して分かるように、２０℃弱の温度差がある。すなわち、本実施の形態の構成では、Ａ５
サイズの用紙を連続５０枚通紙した場合にも非通紙箇所を低い温度に抑えることができた
。この非通紙部昇温についても、ヒータ１の熱をヒータホルダ２に積極的に逃がす放熱効
果を効率的にすることにより、熱ストレスが少なくなり、ヒータ１が割れにくくなった。
【００５２】
　なお、本実施の形態における空隙αは、ヒータの端部に比べて中央部分について、ヒー
タとヒータホルダとの相互の接触率を減少させるためのものであり、空隙αを設ける位置
は図示のようなフィルム搬送の上流側に限るものではなく、下流側であってもよい。ある
いは、空隙を上流及び下流の両側に設けてもよい。
【００５３】
＜第４の実施の形態＞
　本実施の形態に係る、画像形成装置に用いられる加熱定着装置におけるヒータの温度制
御装置の概略構成は、上述した他の実施の形態と同じく、図９に示したとおりである。ヒ
ータ１の構成については前述の第３の実施の形態と同様であるため説明は省略する。
【００５４】
　図１７（ａ）（ｂ）（ｃ）に本実施の形態のヒータ１およびヒータホルダ２の構成を示
す。第３の実施の形態ではヒータホルダ２とヒータ１との接触面積を変化させた。これに
対し、第４の実施の形態では、図１７（ａ）の如く、ヒータホルダ２のヒータ当接面はヒ
ータ１の長手方向全体に亘って変化がない。図１７（ｂ）に示すヒータ１の構造は第３の
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実施の形態と同じである。このように本実施の形態では、ヒータホルダ２とヒータ１との
長手方向での接触面積は均一にしているが、図１７（ｃ）または図１８（ａ）（ｂ）にヒ
ータホルダ２の断面図に示す如く、ヒータ１の発熱量が多い端部位置と発熱量の少ない中
央位置とで縦方向の形状を異ならせている。すなわち、ヒータホルダ２のヒータ１支持部
の肉厚は、発熱量の少ない位置はＺ１（ここでは３．５ｍｍ）であり、発熱量が多い位置
はＺ１より厚いＺ２（ここでは６．０ｍｍ）としている。図１７（ｃ）に示す正面図では
、ヒータホルダ２の端部と中央部とで背面２ｇおよび２ｈの突出高さが異なっていること
が判る。
【００５５】
　従って、ヒータホルダ２の長手方向の単位長あたりの体積（図１８の断面積）が、ヒー
タ１の発熱量の少ない中央位置は小さく、発熱量の大きい端部位置は大きくなる。その結
果、中央部の熱は、ヒータホルダ２の体積が極力小さくされているため、熱がヒータホル
ダ２側に逃げる割合を減らすことができ、ヒータ１自体の発熱量が効率よくニップＮ側へ
伝えられる。他方、端部は中央部に対してヒータ１自体の発熱量が多く、且つヒータガイ
ド２の体積が大きいことで、実際の使用時に放熱効果を高めることができ、ヒータ１自体
の発熱量は、ニップＮ側とヒータホルダ２側の両方に分散する。よって、端部近傍のニッ
プＮ側の温度は抑えられることとなった。
【００５６】
　このように、ヒータ１の発熱量が長手方向で異なっている場合に、ヒータ１の発熱量の
多い位置のホルダの体積を発熱量の少ない位置の体積よりも大きくすることで、端部の温
度が中央部よりも低くなることがなく、また高くなり過ぎることもなく、長手方向の温度
分布を均一化させることができた。
【００５７】
　また、前記構成で幅の狭いＡ５サイズの用紙を連続５０枚通紙した場合の温度分布でも
非通紙部昇温もヒータ１の熱をヒータホルダ２に積極的に逃がす放熱効果を効率的にする
ことができ、熱ストレスが少なくなり、ヒータ１が割れにくくなった。
【００５８】
　以上、本発明の好適な実施の形態について説明したが、上記で言及した以外にも種々の
変形、変更を行うことが可能である。例えば、上記説明で挙げた形状や材質、寸法値、温
度等の数値はあくまで説明のための例示であり、本発明はそれらに限定されるものではな
い。第１と第２の実施の形態は、それぞれ独立に実施できるが、併用することも可能であ
る。第３と第４の実施の形態についても同様である。
【図面の簡単な説明】
【００５９】
【図１】本発明による加熱定着装置の第１の実施の形態に係るヒータおよびヒータホルダ
の構成を示す図である。
【図２】従来および本発明の第１、第２の実施の形態の加熱定着装置のヒータ単体の長手
方向の発熱量分布を示す図である。
【図３】本発明の第１の実施の形態に係る加熱定着装置のヒータホルダにヒータを当接支
持させた長さ方向の中央と端部と横断面図である。
【図４】本発明の第１の実施の形態に係る加熱定着装置のヒータ単体の長手方向の発熱量
分布を示す図である。
【図５】本発明の第１の実施の形態に係る加熱定着装置の小サイズ連続通紙時のヒータ長
手方向の温度分布を示す図である。
【図６】従来の加熱定着装置の構成を示す図である。
【図７】従来の加熱定着装置のヒータ長手方向の温度分布を示す図である。
【図８】従来の加熱定着装置の小サイズ連続通紙時のヒータ長手方向の温度分布を示す図
である。
【図９】ヒータの温度制御装置(制御手段)の概略構成を示すブロック図である。
【図１０】本発明の第２の実施の形態に係るヒータおよびヒータホルダの構成を示す図で
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【図１１】本発明の第２の実施の形態に係る加熱定着装置のヒータホルダにヒータを当接
支持させた長さ方向の中央と端部と横断面図である。
【図１２】本発明の第３の実施の形態に係る加熱定着装置のヒータおよびヒータホルダの
構成を示す図である。
【図１３】本発明の第３の実施の形態に係る加熱定着装置のヒータ単体の長手方向の発熱
量分布を示す図である。
【図１４】本発明の第３の実施の形態に係る加熱定着装置の中央部および端部の横断面図
である。
【図１５】本発明の第３の実施の形態に係る加熱定着装置のヒータ長手方向の温度分布を
示す図である。
【図１６】本発明の第３の実施の形態に係る加熱定着装置の小サイズ連続通紙時のヒータ
長手方向の温度分布を示す図である。
【図１７】本発明の第４の実施の形態に係る加熱定着装置のヒータおよびヒータホルダの
構成を示す図である。
【図１８】本発明の加熱定着装置の第４の実施の形態に係る加熱定着装置のヒータおよび
ヒータホルダの構成を示す図である。
【符号の説明】
【００６０】
　１　　ヒータ
　１ａ　ヒータ基板
　１ｂ　通電発熱抵抗体
　１ｃ　表面保護層
　１ｄ　温度検知素子（サーミスタ）
　１ｅ　電極
　２　　ヒータホルダ
　２ａ　ヒータ嵌め込み溝部
　２ｂ　ヒータ当接面部
　２ｃ　空隙部
　３　　定着フィルム
　４　　加圧ローラ
　１０　ＣＰＵ
　１１　トライアック
　１２　Ａ／Ｄ変換器
　α　　空隙部
　Ｐ　　記録材
　ｔ　　未定着トナー画像
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